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保安院の主な対応（６月２日以降） 

（福島第一原子力発電所関連） 
 

平成２３年７月６日 
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【6 月 6日】 

・ 保安院は、地震発生前後の記録の分析結果を踏まえた原子炉施設の安

全性への影響についての東京電力による評価結果の報告（5 月 23日）

を踏まえ、1～3号機の炉心の状態に関して解析評価を実施。 

・ 保安院は、電力会社等が耐震設計上考慮しないと評価している断層等

に関して、3 月 11日以降の地震に伴って生じた地殻変動量等を調査し、

8月 31 日までに報告するよう指示。 

【6 月 7日】 

・ 経済産業省は、電力会社等に対し、シビアアクシデントへの対応に関

する措置のうち直ちに取り組むべき措置として、中央制御室の作業環

境の確保等を実施するよう指示。 

・ 保安院は、電力会社等の外部電源の信頼性確保に係る対応の報告(5

月 16 日提出)を評価した結果、電力会社等に対し、開閉所等の電気設

備が機能不全となる倒壊・損傷等が発生する可能性についての評価及

び対策策定に係る実施状況の報告を指示。 

【6 月 8日】 

・ 経済産業省は、原子炉等規制法に基づき、２号機原子炉建屋内の作業

環境改善に係る換気作業の計画、放射性物質放出量等の報告を指示。 

【6 月 9日】 

 保安院は、福島第一原子力発電所における高濃度の放射性物質を含む

水の処理設備、汚染水の貯蔵設備等の設置による汚染水の低減効果及び

安全対策に関する東京電力からの報告について評価を行い、新たに汚染

水の貯蔵・処理の状況を踏まえた今後の見通しの報告等の対応を指示。 

【6 月 10日】 

 保安院は、放射線業務従事者の実効線量が原子炉等規制法に定める線

量限度（250mSv）を超過したことについて東京電力を厳重注意するとと

もに、原因の究明及び再発防止対策を指示。 

【6 月 13日】 

 経済産業省は、原子炉等規制法に基づき、３号機使用済燃料プールの

循環冷却システムの設置について効果などの安全性評価の報告を指示。 

【6 月 16日】 

・ 原子力災害対策本部は、原子力安全委員会の意見も聴いて、年間 20mSv

を超えると推定される地点を「特定避難勧奨地点」として住民の方に

対して注意喚起、避難の支援等のための対処方針を策定。 

・ 保安院は、３号機使用済燃料プールの循環冷却システムの東京電力の



 

 

安全性評価の報告（6月 15日受領）について、原子炉等規制法の応急

の措置としてやむを得ないと評価。 

【6 月 17日】 

・ 原子力災害対策本部は、「東京電力福島第一原子力発電所事故の収

束・検証に関する当面の取組のロードマップ」等の進捗状況を公表。 

・ 保安院は、２号機原子炉建屋内の作業環境改善に係る影響等の東京電

力からの報告(6 月 15日受領)について、放射性物質濃度低減措置後に

原子炉建屋の二重扉を開放し建屋内換気を行うことは環境への影響

について支障のないもの等と評価。保安院の評価結果を原子力安全委

員会に報告し、助言をいただいた。 

・ 保安院は、東京電力の高濃度放射性排水の高温焼却炉建屋への移送再

開について、原子炉等規制法の応急の措置として差し支えないと判断。 

【6 月 18日】 

・ 保安院は、シビアアクシデントへの対応に関し、現地の保安検査官が

立入検査等を行った結果、電力会社から報告のあったシビアアクシデ

ントへの対応に関する措置は適切に実施されているものと評価。 

【6 月 22日】 

・ 保安院は、原子炉等規制法に基づき、東京電力に１号機原子炉建屋カ

バー等設置及び２号機原子炉格納容器窒素封入について報告を指示。 

【6 月 24日】  

保安院は、１号機原子炉建屋カバー等設置に係る報告（6月 23 日受領）

について原子炉等規制法の応急措置としてやむを得ないと評価。 

【6 月 28日】 

・ 原子力災害対策本部は、福島県が実施する「県民健康管理調査」にお

いて行われる住民の放射線量の推定に協力するため、文部科学省の

SPEEDI により放射線量分布データの計算を実施することとした。 

・ 保安院は、２号機原子炉格納容器への窒素封入に係る東京電力の報告

について妥当なものであり、危険回避のための必要な措置と判断。 

【6 月 30日】 

・ 原子力災害対策本部は、4 月 28日に公表した『「計画的避難区域」及

び「緊急時避難準備区域」での生活について』を改訂・公表するとと

もに、「特定避難勧奨地点」での生活についてとりまとめて公表。 

【7 月 1日】 

 原子力災害対策本部は、警戒区域及び計画的避難区域における基礎デ

ータ収集モニタリング結果を公表。 

【7 月 3日】 

 保安院は、東京電力に対し、仮設の残留熱除去海水系（RHRS）ポンプ

について信頼性の向上のための検討を行うよう口頭で指示。 

 

以上 



柏崎刈羽原子力保安検査官事務所

番号 月　日 タイトル

281～
339

6月1日
～7月5日

地震被害情報及び現地モニタリング情報（第１５６～１９０報）他

340 6月1日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所における「福島第一安定化センター」の設
置に伴う原子炉施設保安規定の変更認可申請書の受理について

341 〃 ＩＡＥＡ調査団の報告書サマリー

342 6月2日
原子力安全・保安院会見資料（福島第一原子力発電所仮設貯蔵タンク（５，６号機低
レベル用）設置状況）

343 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所における高濃度の放射性物質を含む水
の外部への流出防止計画の報告の受領について

344 6月3日
緊急時迅速放射能影響予測ネットワークシステム（ＳＰＥＥＤＩ）の計算結果に係る追
加公表について

345 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所における高濃度の放射性物質を含む水
の保管・処理に関する計画の受領について

346 6月4日 福島県浜通りの地震発生（６月４日）による状況について（６月４日１時２０分現在）

347 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所プロセス主建屋への高濃度の放射性物
質を含む水の移送における貯水レベルの変更について

348 6月6日
耐震バックチェックの検討に際しての原子力安全委員会からの平成２３年東北地方
太平洋沖地震を踏まえた意見の追加への対応に係る追加の指示について

349 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故に係る１号機、２号機及び３号機
の炉心の状態に関する評価について

350 6月7日
原子力安全に関するＩＡＥＡ閣僚会議に対する日本国政府の報告書－東京電力福島
原子力発電所の事故について－

351 〃
平成２３年東京電力株式会社福島第一原子力発電所事故を踏まえた他の原子力発
電所におけるシビアアクシデントへの対応に関する措置の実施について

352 〃
一般電気事業者等からの原子力発電所及び再処理施設の外部電源の信頼性確保
の実施状況に係る報告書への評価及び指示について

353 6月8日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第２号機原子炉建屋内の作業環境改善
に係る報告の徴収について

354 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所プロセス主建屋への高濃度の放射線物
質を含む水の移送における貯水レベルの再変更について

355 6月9日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所における高濃度の放射性物質を含むた
まり水の処理設備及び貯蔵施設の設置について

356 〃
原子力安全・保安院会見資料（変電所等における送電線の保護装置に係る点検等
の指示に対する報告書の受領について）

東日本大震災の影響についてのプレス発表（６月１日以降７月６日正午まで）



357 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所における高濃度の放射性物質を含むた
まり水の処理設備及び貯蔵施設の設置に係る報告書への評価と指示について

358 6月10日
福島第一原子力発電所の緊急時作業における放射線業務従事者の線量限度を超
える被ばくに係る報告について

359 6月11日
東京電力福島第一原子力発電所から放出された放射性物質の拡散状況を把握する
ための試算の公表について

360 6月13日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第３号機における使用済燃料プール代替
冷却浄化系の設置に係る報告の徴収について

361 6月15日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第３号機における使用済燃料プール代替
冷却浄化系の設置に係る報告の受領について

362 6月16日 原子力安全・保安院会見資料（滞留水処理分析結果シート）

363 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第２号機原子炉建屋内の作業環境改善
に係る報告の徴収について

364 〃
「放射性物質が検出された上下水処理等副次産物の当面の取扱いに関する考え
方」について

365 〃
事故発生後１年間の積算線量が２０ｍＳｖを超えると推定される特定の地点への対応
について（「特定避難勧奨地点」）

366 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第３号機における使用済燃料プール代替
冷却浄化系の設置に係る報告書への評価について

367 6月17日
平成２３年東北地方太平洋沖地震時の福島第一原子力発電所第２号機及び第４号
機における原子炉建屋等の地震応答解析の結果等について（お知らせ）

368 〃
福島第一原子力発電所における緊急時作業に従事した放射線業務従事者の線量
限度を超える被ばくに係る原因の究明及び再発防止対策についての報告書受領に
ついて

369 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所における高濃度放射性排水の高温焼却
炉建屋への再移送について

370 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第２号機原子炉建屋内の放射性物質濃
度の低減措置の実施に係る報告書に対する評価結果の原子力安全委員会への報
告等について

371 〃 原子力被災者への対応に関する当面の取組について

372 6月18日
福島第一原子力発電所事故を踏まえた他の発電所におけるシビアアクシデントへの
対応に関する措置の実施状況の確認結果について

373 6月20日 IAEA調査団の報告書

374 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第2号機原子炉建屋二重扉開放時モニタ
リング結果表について（追加情報）

375 6月22日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所プロセス主建屋への高濃度の放射性物
質を含む水の移送における貯水範囲の更なる変更について

376 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第２号機原子炉格納容器への窒素封入
に係る報告の徴収について

377 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第１号機における原子炉建屋カバー及び
その附属設備の設置に係る報告の徴収について

378 6月23日 岩手県沖の地震発生（６月２３日）による状況について（６月２３日 ７時３０分現在）

379 6月24日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第１号機における原子炉建屋カバー及び
その附属設備の設置に係る報告の受領について



380 〃
原子力安全・保安院会見資料（東京電力から送付された原子力災害対策特別措置
法第１０条に基づく通報資料等の公表について）

381 〃
東京電力株式会社から送付された原子力災害対策特別措置法第１０条に基づく通
報資料等の公表について

382 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第１号機における原子炉建屋カバー及び
その附属設備の設置に係る報告の受領について

383 6月25日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第２号機において実施される原子炉格納
容器内への窒素封入に係る報告の受領について

384 6月28日 住民の被ばく線量推定のためのSPEEDIによる計算の実施について

385 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第２号機において実施される原子炉格納
容器内への窒素封入に係る報告書への評価について

386 6月29日
東京電力株式会社福島第一原子力発電所における高濃度の放射性物質を含むた
まり水の貯蔵及び処理の状況について（第１報）

387 6月30日 「特定避難勧奨地点」での生活について

388 〃
『「計画的避難区域」及び「緊急時避難準備区域」での生活について』の改訂につい
て

389 〃
東京電力株式会社福島第一原子力発電所第2号機原子炉建屋内の作業環境改善
に係る環境モニタリングの結果等について

390 〃 原子力安全・保安院会見資料（伊達市における特定避難勧奨地点の設定について）

ホームページアドレス：http://www.nisa.meti.go.jp/earthquake_index.html



（参考）

・ 地震被害情報及び現地モニタリング情報 １５５回

・ 福島第一原子力発電所から検出された放射性物質等の核種分析結果について ２２回

・ 福島第一原子力発電所における汚染水の状況、海洋放出について １５回

・ 福島第一原子力発電所の水素爆発等について ６回

・ 住民避難について ７回

・ 緊急安全対策について ４回

・ その他、福島第一原子力発電所への注水、被ばく対策等の指示について １０回

・ 「平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震」以外の地震発生による状況について ２１回

・ 福島第一・第二原子力発電所以外の原子力発電所の状況について ９回

・ その他 ３１回

合計 ２８０回

※複数の内容が含まれる場合は、主と考えられる項目に分類した。

東日本大震災の影響についてのプレス発表（３月１１日から５月３１日まで）

柏崎刈羽原子力保安検査官事務所






























































